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インドネシア国 

ウォノギリ多目的ダム貯水池堆砂対策計画調査 

結論・提言 

1. 序 
本最終報告書は、2004 年 3 月 9 日に国際協力機構（JICA）とインドネシア国公共事

業省水資源総局（DGWR）の間で締結されたウォノギリ多目的ダム貯水池堆砂対策

計画調査に関する実施細則（Scope of Work）に基づき作成したものである。 

2. 調査の目的 
本調査の目的は、下記のとおりである。 

1) ウォノギリ多目的ダムの堆砂問題に対し、長期的にダムを維持管理できるマスタ

ープランを策定する。 
2) 優先プロジェクトについて、フィージビリティ調査を実施する。 
3) 貯水池堆砂対策や流域保全の調査・計画・設計手法、ダムの運営及び流域保全行

政について技術移転を行う。 

また、上記目的を達成することで到達を目指す調査の上位目標は、以下のとおりであ

る。 

1) 同調査結果で提案するプロジェクトが事業化され、ウォノギリダムが長期的にそ

の機能を維持することができるようになること。 
2) インドネシア国をはじめとする、同様の問題を抱えている貯水池に対し、解決策

とその調査手法を提示すること。 

3. 結論・提言 

マスタープラン調査及びフィージビリティ調査の結論を以下に示す。 

1) ウォノギリ多目的ダムは 1981 年の完成以降、ソロ川流域で唯一の大規模貯水池

として、流域の社会的繁栄、地域並びに国家の経済発展に多大な貢献を果たして

いる。 

2) ウォノギリダム堤体直上流から流入するクドワン川からの土砂及びゴミ流入に

よりダム取水口の機能に支障が生じている。2006 年の調査結果から、取水口上流

に位置するクドワン川流入部の堆砂の厚さは最大 20 m に達していることが判明

した。既に堆砂が取水口周辺に達しており、取水口埋没の危険性も予測されてい

る。適切な貯水池土砂管理システムを構築することが緊急の課題である。 

3) ウォノギリ貯水池に堆積した土砂の主な生産源は、流域内の畑地と村落からの土

壌浸食によるものと特定された。流域の年平均土壌浸食量は年平均貯水池流入土

砂量約 320 万 m3の約 93％を占める。このような高い土壌浸食率は、土壌保全技

術の未熟さや流域住民の貧困に起因し、急峻な山岳地域まで開墾が進んだ過度の

土地利用によるものである。支流域別では、クドワン川流域が最大の土壌浸食源

である。 

4) マスタープラン調査の結果、緊急対策案（本事業）が提案された。本事業は、施

設的対策と流域保全対策を組合せ、クドワン川から貯水池へ流入する土砂対策を

講じて、取水機能の維持を図ることを目的としたものである。“クドワン川流域

保全対策”は、流域の活発な土壌浸食を抑制し、これにより流域から貯水池へ流
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入する土砂量を低減させるものである。施設的対策として提案された“新設ゲー

ト付貯砂ダム”は貯水池を貯砂ダムと本貯水池に分離し、クドワン川から流入す

る土砂を新設するゲートからダム下流へ排出し、これにより取水口周辺部の堆砂

量は著しく減少することになる。 

5) クドワン川から流入する大部分の土砂とゴミは、貯砂ダム内に完全に捕捉される

ことになり、現在の取水口の堆砂問題は完全に解決されるであろう。貯砂ダム内

に捕捉された土砂とゴミは、新設ゲートから容易に排出することが可能である。 

6) 流域保全対策はコミュニティベースの管理下で実施され、土壌浸食を防止すると

共に、土地利用形態を改善し、収量を増加させることで、現地の農民の生計向上

が図られることになろう。包括的な流域保全事業は農民の経済状況を安定化させ、

貧困解消に大きく貢献することになる。 

7) 本事業は技術的及び経済的観点から妥当と判断された。内部経済収益率（EIRR）
は 16.9％である。本事業はウォノギリダムの持続的な運用を可能にし、地域住民

の生活の安定を図るとともに国家経済発展の観点からも社会的繁栄をもたらす

ことになろう。 

 
マスタープラン調査及びフィージビリティ調査結果に基づき、以下を提言する。 

1) ウォノギリダムは、インドネシア国における最重要の社会資本施設の一つであり、

同国のライフラインである。ウォノギリダムの貯水効果による経済的価値は計り

知れないほど高い。DGWR と JICA で 2004 年 3 月に交わされた合意事項におい

て、本調査の上位目標として、長期的にウォノギリ貯水池の機能を維持するため

マスタープランで提案された緊急対策プロジェクトの事業化を掲げている。貯水

池流入土砂問題に対し緊急的な対応が必要であり、取水口機能を維持するため本

事業を可能な限り早急に実施すべきである。 

2) 人口密度の高いジャワ島では、貯水池の水は貴重な水資源で、万一貯水池が満砂

した場合それを代替することは極めて困難である。現実的な観点からも、ウォノ

ギリ貯水池と同規模の貯水池を新たに建設することは難しい。インドネシアの既

存貯水池において、本調査で用いた技術的アプローチや解決策を駆使し、貯水池

堆砂問題を解決していくことが強く望まれる。 
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第 1 部 マスタープラン調査 

1. 序論 

1.1 調査の背景 

ウォノギリ多目的ダムは、インドネシア国ジャワ島最大の河川であるソロ川最上流

に位置し、ソロ川流域 16,100 km2における唯一の大規模貯水池である。1980 年 12 月

29 日に湛水を開始し、1981 年にダムが完成して以来、ウォノギリダムは洪水調節、

灌漑用水供給、生活用水供給、発電を目的とした多目的ダムとして、流域の経済発

展に多大な貢献を果たしてきた。 

しかし、地域特有の気象と土壌の特徴に加え、過度に開墾の進んだ流域の土地利用

特性により、貯水池の堆砂が急速に進行している。このまま何も対策を講じなけれ

ば、堆砂の進行により貯水容量を損失し貯水池機能が低下する恐れがある。特に取

水口周辺部では、流域最大の支川（クドワン川）から大量の土砂とゴミが流入する

ことにより堆砂の進行が著しく速く、取水口埋没の問題が顕在化しつつある。早急

に取水機能を維持するための対策を講じるとともに、将来の貯水容量を確保するた

め、抜本的かつ恒久的な堆砂対策を策定し実施すべき状況にある。 

 
ウォノギリダム鳥瞰図 

1.2 調査の目的 

本調査の目的は、下記のとおりである。 
1) ウォノギリ多目的ダムの堆砂問題に対し、長期的にダムを維持管理できるマスタ

ープランを策定する。 
2) 優先プロジェクトについて、フィージビリティ調査を実施する。 
3) 貯水池堆砂対策や流域保全の調査・計画・設計手法、ダムの運営及び流域保全行

政について技術移転を行う。 

また、上記目的を達成することで到達を目指す調査の上位目標は、以下のとおりで

ある。 
1) 同調査結果で提案するプロジェクトが事業化され、ウォノギリダムが長期的にそ

の機能を維持することができるようになること。 
2) インドネシア国をはじめとする、同様の問題を抱えている貯水池に対し、解決策

とその調査手法を提示すること。 

1.3 調査対象地域 

本調査の対象地域は、下記のとおりである. 
1) ウォノギリ多目的ダム集水域（貯水池面積 90 km2、集水域 1,260 km2） 
2) ウォノギリ多目的ダムからマディウン川との合流点までのソロ川 
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1.4 調査全体スケジュール 

本調査の全工程は 36 ヶ月で、フェーズ 1：マスタープランの策定を 2004 年 8 月から

2006 年 6 月に実施し、引き続いてフェーズ 2：マスタープランで選定した優先事業

のフィージビリティ調査を 2006 年 7 月から 2007 年 7 月に実施した。 

8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

現
地
調
査
国
内
作
業

報
告
書

第1年次 第2年次 第3年次 第4年次

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

第1次

準備作業 第1次 第2次 第3次

第2次 第3次 第4次

IC/R DF/RIT/RP/R（3）P/R（2）P/R（1） F/R

フェーズ1:マスタープラン調査 フェーズ2：フィジビリティ調査  
図 1 調査全体スケジュール 

1.5 調査組織 

本調査のカウンターパート機関は、国家レベルでは公共事業省水資源総局、現地レ

ベルではソロ川開発事務所（PBS）である。関連機関のメンバーが参加するステアリ

ングコミッティならびにテクニカルワーキンググループが中央と地方政府に組織さ

れた。 

2. 調査対象地域の現況 

2.1 社会・経済状況 

(1) 開発計画 

現在、インドネシア国では第 2 次 25 ヵ年長期開発計画（PJP II 1994‐2019）、並びに

第 2 次国家 5 ヵ年開発計画（PROPENAS 2005‐2009）が実施されている。2005‐2009
年の国家 5 ヵ年開発計画では、2009 年の年平均経済成長率の目標値を 7.6％に掲げて

いる。 

ウォノギリ県では、地域開発計画（RENSTRA 2006‐2010）が実施中されている。当

計画には土壌保全に関連するいくつかの事業も含まれ、その計画は同県の年開発計

画（REPEDA）に反映されている。 

(2) 人口 

2004 年のウォノギリダム流域（ウォノギリ県）の人口は 1,007 千人、ウォノギリ灌

漑地区（中部ジャワ州のカランガニャール、スコハルジョ、クラーテン、スラーゲ

ンの 4 県）の人口は 3,632 千人である。ウォノギリダム流域の人口密度は 553 人/km2

であり、中部ジャワ州で最も人口密度の低い県である。 

(3) 経済状況 

インドネシア国の近年の経済成長率は、これまでの長期間の平均値を下回っている

ものの、その成長率は上昇を続けている。2005 年の一人当たり GDP は 7.946 百万ル

ピアである。同国政府は 2005 年から 2009 年の平均成長率を 6.6％と予測している。

2006 年 1 月時点の年間インフレーションは 17％である。 

(4) ウォノギリダム流域の経済構造 

ウォノギリダム流域の経済は、農業の占める比率が圧倒的に高く GRDP の 52%、雇

用の 65％を占める。年間の農家の総収入はウォノギリ灌漑地域で 7.6 百万ルピア
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（2002 年）、ウォノギリダム流域で約 5 百万ルピア（2003 年、うち 2.2 百万ルピアが

農業活動収入）である。ウォノギリダム流域では、2002 年時点で 246 千人以上の住

民（総人口の約 25％）が毎月 102,900 ルピア以下で生計を立てている。一方、ダム

下流の地域ではダム建設後一度も大規模な洪水発生がなく、経済及び生活基盤が安

定すると共に住民の生活が向上し、また、ウォノギリ灌漑地域では、ウォノギリダ

ムにより通年の灌漑用水が供給され米の著しい増産による便益がもたらされている。

現在、ウォノギリダム流域は、電力面などで裨益しているが、所得面では、ウォノ

ギリダム下流域との経済格差が広がっている。本計画では、ウォノギリダム流域に

おける農業収益の向上策を含んだ計画を策定することが強く求められている。 

また、ウォノギリ県では失業問題が主要な社会問題になっている。ウォノギリ県

BAPPEDA によれば、同県の失業者数は 1997 年に 14,345 人、2000 年に 57,380 人で、

毎年増加している。同県における雇用機会の減少は、県外への出稼ぎ労働者数の増

加を引き起こしている。 

2.2 地形・地質 

(1) 地形 

ソロ川はジャワ島最大の河川で、流域面積は約 16,100 km2、河川総延長は約 600 km
である。第三紀火山のラタウ山の南西斜面を源流とし山地沿いに西方に流下する。

ソロ川源流は次第にその流向を北方に変え、アラン川、テモン川、ティルトモヨ川

と合流し、ウォノギリダム直上流でクドワン川と合流する。ウォノギリダムの下流

では、ラウ山の周りを時計回りに旋回するように流れ、スラカルタ市、スラーゲン

市周辺に広がる沖積平野を流下した後、ガウィ市でマディウン川と合流する。その

後、チェプ市を北方に流下し、東北東に流れを変えた後、スラバヤ市から北西約 30 km
の地点でジャワ海に流れ込んでいる。 

(2) 地質 

調査対象地域はラウ山の南西山麓に位置し、ソロ岩帯と南方山岳岩帯の境界部に属

する。これらの属するジャワ岩帯は東西へ広がり遥か東方のバリ島まで達している。

ウォノギリダムならびに貯水池一帯は、第三紀中新世の火山性角礫岩、凝灰角礫岩、

凝灰砂岩、石灰質の砂質土、石灰岩で構成され、南方山岳岩帯に属す。ソロ岩帯の

第四紀火山生成物が、ウォノギリダムの右岸側ならびにクドワン川流域に分布して

いる。 

2.3 水文・気象 

調査対象地区は、熱帯モンスーン気候帯に属し、11 月から 4 月までの雨期と 5 月か

ら 10月までの乾期に分かれる。1975‐2005年間の 36観測所の観測データによれば、

ダム流域の年平均雨量は 1,990 mm で、年間平均日蒸発量は 5.3 mm/day である。表 1
に 1993‐2005 年間のウォノギリダム流域主要 5 支川の平均月流入量を示す。時間流

量はダムの水位記録並びに流域の雨量記録を基に降雨流出解析により算定した。 

表 1 主要 5 支川及び残流域からのダムへの平均月流入量 
(単位: 106 m3 )

流域 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 計 
クドワン 22.9 38.7 50.0 81.1 82.6 44.6 10.7 7.5 5.0 2.2 3.2 5.9 354.3
ティルトモヨ 11.6 26.7 29.9 49.0 48.5 26.9 6.3 4.4 3.4 0.6 0.3 2.8 210.4
テモン 2.2 5.0 6.7 10.3 9.7 5.1 1.1 0.8 0.5 0.0 0.1 0.5 41.9
ソロ 8.1 17.7 22.2 36.0 34.9 16.4 3.8 3.0 2.0 0.2 0.3 1.8 146.4
アラン 7.8 15.2 18.7 27.4 30.0 12.3 3.0 2.4 1.0 0.1 0.2 1.7 119.8
残流域 7.0 13.6 16.5 25.5 25.0 13.7 3.5 2.5 1.7 0.4 0.6 1.8 111.7

全流域 59.6 116.9 144.1 229.3 230.6 119.0 28.3 20.5 13.6 3.6 4.7 14.3 984.4

注）：1993 年 11 月‐2005 年 6 月のデータに基づく。  出典：JICA 調査団 
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ダム建設後の洪水実績は、1988 年 2 月 5 日にダム流入量のピーク値が既往最大で

2,880 m3/s、1985 年に既往 2 番目のピーク値 2,720 m3/s 規模の洪水が発生している。 

2.4 土壌・土地利用 

(1) 地形・土壌 

ウォノギリダム流域は全流域面積の約 30％が傾斜度 25％以上で、特にティルトモヨ

及びソロ川流域は急峻地が多い。このような急峻な地形が、土壌浸食の大きな要因

の一つとなっている。 

ウォノギリダム流域に分布する土壌は、Mediteran （地中海土壌）42％、Lithosol (岩
屑土壌)25％、Grumusol（グルムソル土壌）21％及び Latosol (ラテライト性土壌) 12％
の 4 つの土壌グループから構成されている。これらの土壌はいずれも重埴土である

が土壌浸食に脆弱で、特に Mediteran 及び Latosol は、砕易性、孔隙率が高いため、

土壌浸食が顕著である。 

(2) 土地利用 

貯水池上流域の川沿いの低平地は稲作農地として利用され、標高 200‐1,000 m の地

域でも農地利用が主である。丘陵地の大部分は尾根近くまで開墾されている。本調

査において、現地踏査並びに衛星画像（2003 年）、インドネシア国国土地理院のデー

タをもとに、ダム流域の土地利用データを精査した。その結果、2003 年時点で流域

面積の約 90%が水田、村落、畑地、果樹・プランテーションで、森林面積は僅か 1％
未満であることが判明した。また、ダム建設以降、ダム流域内の森林が減少し、畑

地が増加しており、このような土地利用の変化が流域の土砂流出環境に大きな変化

をもたらした主因の一つとして考えられる。 

表 2 ウォノギリダム流域の土地利用 
地   目 面積 (ha) 比率 (%) 

(1) 水田 30,495 24.5 
(2) 村落 26,764 21.6 
 - 村落敷地 (7,289) (5.9) 
 - 村落内畑地 (19,475) (15.7) 
(3) 畑地 39,761 32.0 
(4) 果樹・プランテーション 12,867 10.3 
(5) 森林 281 0.2 
(6) 森林公団地 12,779 10.3 
 - 森林 (385) (0.3) 
 - 他の利用（植林過程の小木や畑地） (12,394) (10.0) 
(7) その他（湖、道路、河川等） 1,384 1.1 

合  計 124,331 100.0 
出典 : 本 JICA 調査における現地踏査並びに衛星画像 (2003)・インドネシア国国土地理院

（BAKOSURTANAL）のデータ解析結果による。 

(3) 畑地のテラス化状態 

畑地は、その土壌保全形態で分類すると、ベンチテラスの畑地（ベンチテラスの維

持管理状況で良好、普通、不良の 3 種類）（48％）、伝統的テラスの畑地（11%）、リ

ッジテラス（19%）、テラス無し（21%）及び複合的畑地（リッジテラスとテラス無

しの複合）（1%）、混合的畑地（複合的畑地と伝統的テラスの複合）の 6 種類から構

成されている。ベンチテラスの畑地の大部分は、世銀が 1988/89‐1994/95 年実施し

たプロジェクト（Upper Solo Watershed Protection Project）で建設されたものである。

しかし、流域の殆どのテラスで維持管理が不良になっているため、テラス形状及び

関係構造物が劣化し、土壌浸食の大きな要因の１つとなっており、テラス形状の改



インドネシア国 最終報告書 
ウォノギリ多目的ダム貯水池堆砂対策計画調査 要約 

日本工営株式会社 5 2007 年 7 月 
八千代エンジニヤリング株式会社   

善を含む改修事業が必要である。また、畑地の約 4 割が、リッジテラス、複合的畑

地あるいはテラス無しの土壌保全形態であり、全流域における土壌浸食の最大の問

題となっている。 

 

 

Sub-Watershed 

Reservoir 
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図 2 ウォノギリダム上流の支川流域図 

 

 
図 3 ウォノギリダム上流の土地利用図 

 

 
図 4 ウォノギリダム上流のテラス整備状況図 
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出典: JICA 調査団
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2.5 農業 

農業セクターは、ウォノギリダム流域における最大の経済分野であり、全流域の

GRDP の 52％（2002 年）を占め、作物サブセクターが農業セクターの GRDP の 85％
を占めている。作物サブセクターは水田からの米並びに畑地における、畑作物、花

卉園芸作物、エステート作物の生産によるものである。稲作は斜面の棚田で行われ

ており、一方畑地の作物生産は、水田の高位に位置する急斜面から緩斜面に広がる

土地で行われている。 

ウォノギリダムはウォノギリ県を含む下流 5 県に灌漑用水を供給し、その灌漑面積

は約 29,600 ha である。稲作 3 期作が行われ収穫高は年平均 4.4 トン/ha、農家総数は

45,200 世帯である。灌漑域には 181 の水利組合が設立され、水利用代として年間 1.5
‐5 万ルピア/ha を徴収し、主に施設の維持費に充当されている。 

2003 年における畑地の作付率は MT-I（第 1 作 10 月～1 月）で 100%、MT-II（第 2
作 2 月～5 月）で 40%、（キャッサバの面積は含まない）MT-III（第 3 作 6 月～9 月）

で 1%であり、年間作付率は 140%である。MT-II の作付率は Kecamatan（郡）により

大きな違いがあり、その範囲は 9‐94%であるが、当期間は、まだ雨期で降水量が多

く、MT-II で作付けされていない部分（約 60%の畑地）は土壌浸食を受けやすく生産

土砂の要因と推定される。 

2.6 流域保全 

2003 年から政府関係組織、プライベートセクター及び住民の協力の下で、全国 372
県 300 万 ha を対象にして流域機能の回復、荒廃森林・土地資源の改修、災害・洪水・

崩壊等の軽減を目的とした森林及び土地改修国家運動プログラム（National 
Movement for Forest and Land Rehabilitation：GERHAN）が開始された。ウォノギリダ

ム流域は本プログラムの主対象地域の一つであり、2003 年には 8,950 百万ルピア、

2004 年には 11,283 百万ルピアが国家予算から充当され、2004 年は 11,000 ha を対象

に事業が実施されている。 

3. 貯水池堆砂状況 

3.1 ウォノギリ多目的ダム 

(1) ウォノギリ多目的ダム基本諸元 

ウォノギリダムは洪水調節、灌漑用水供給、発電用水供給を目的とした多目的ダム

である。ウォノギリダムの基本諸元を下表に、貯水池運用ルールと容量配分を下図

に示す。 
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(2) ウォノギリ貯水池運用 

1) 貯水池運用 
年平均総流入量は約 12.3 億 m3、流出率は 0.46、年流出高は 912 mm である。雨

期に洪水吐からに年平均 2.1 億 m3が、発電所からは年平均 9.3 億 m3が放流され

ている。平均月流入量は、2 月が最大で 110.8 m3/s、8 月が最低で 2.3 m3/s である。 
2) 洪水調節 

ダム堤体の越水安全性を確保するため、洪水期間中のダム水位は、制限水位

（CWL）135.3 m を超えないように運用される。治水容量は 2.2 億 m3で、ダム計

画高水流入 4,000 m3/s を 400 m3/s にカットする。ダムの下流 13 km に位置するチ

ョロ堰からジュルク橋（スラカルタ市 5km 下流）の区間は、1994 年にソロ上流

河川改修プロジェクトが完了し、10 年確率洪水に対し安全が確保されている。 
3) ウォノギリ灌漑事業 

1986 年のウォノギリ灌漑事業完成後、灌漑用水はダム下流のチョロ堰（固定堰）

で取水され、総延長 94 km の幹線水路、総延長 105 km の 2 次水路により灌漑用

水を 29,330 ha に供給している。チョロ堰の乾期の平均月流量は 22~30 m3/s であ

る。 
4) ウォノギリ発電所 

ウォノギリ発電所はダム直下流に位置し、設備容量 12.4 MW、年間発電電力量

50,000 MWh の発電運転を実施している。発電使用水量は灌漑用水供給に完全に

従属しており、平均使用水量は 20~25 m3/s である。 

表 3 ウォノギリ多目的ダム基本諸元 

型式 中央遮水型

ロックフィルダム
洪水吐(ラジアルゲート) H 7.5 m x W7.8 m x 4 門

堤高 40 m 常時満水位 EL. 136.0 m 
堤頂長 830 m 設計洪水位 EL. 138.3 m 
堤体積 1,223,300 m3 異常洪水位 EL. 139.1 m 
集水面積 1,350 km2 ダム天端標高 EL. 142.0 m 
湛水面積 90 km2 洪水調整時の一定放流量 400 m3/s 
総貯水容量 735 x 106 m3 ダム設計洪水流量 5,100 m3/s 
有効貯水容量 615 x 106 m3 異常洪水流量 9,600 m3/s 
治水容量 220 x 106 m3 発電施設  
利水容量 440 x 106 m3 設備容量 12.4 MW 
堆砂容量 120 x 106 m3 定格落差 20.4 m 
堆砂位 EL. 127.0 m 最大使用水量 75 m3/s 
制限水位（洪水期） EL. 135.3 m 年間発生電力量 50,000 MWh/年 
出典: JICA 調査団 

 
出典: JICA 調査団 

図 5 貯水池運用ルールと貯水池配分 
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(3) ゴミ流入状況 

雨期の初期に取水口に流入するゴミが取水口のトラッシュラックに付着し、取水口

の閉塞を誘発している。これらのゴミはキャッサバ、メイズ等の刈取後の残渣やビ

ニールやプラスチックゴミなどの生活ゴミを含んでいる。また、これらのゴミはす

べてクドワン川から流入していることが現地で確認されている。ウォノギリ発電所

では、閉塞により損失水頭が急激に上昇しそれが 1.5 ｍ以上になれば発電を停止し、

ダイバーによる人力の除塵作業に入る。雨期の初期は貯水位が低く、クドワン川の

河道が取水口付近まで形成されているのでゴミが直接取水口近傍まで運ばれてしま

う結果になっている。 

3.2 貯水池堆砂実績 

(1) 既往の堆砂量調査 

ウォノギリ貯水池では、過去に数回の貯水池堆砂量調査が実施されている。既往の

堆砂調査において、1980‐1988 年間の年平均堆砂量を 15.6 百万 m3/年、1981‐1993
年間の年平均堆砂量を 18.5 百万 m3/年と推定した結果も示されている。しかし、過去

の堆砂量調査のいずれも堆砂量の推定精度が低く信頼性は低い。 

(2) 現在の貯水池堆砂実績 

現況の貯水池堆砂形状ならびに一雨期の堆砂進行状況を把握することを目的として、

GPS とエコサウンダーによる貯水池深浅測量を、2004 年 10 月‐11 月（2004/2005 年

雨期前）と 2005 年 7 月（2004/2005 年雨期後）に実施した。この深浅測量結果と既

往の地形図をもとに、1980 年（ダム建設前）、2004 年 9 月、2005 年 7 月の貯水池内

堆砂コンター図を作成し、10 m 毎の DEM に変換後、貯水容量の変化を推定した。

下表に 2005 年時点での各貯水容量の減少率を示す。尚、同じ推定手法で比較するた

め、ダム建設前の貯水池地形図を基に堆砂コンター図を作成し 1980 年時点の貯水容

量を推定した。 

 表 4 2005 年時点での各貯水容量および喪失率  

貯水容量 (百万 m3) 堆砂による喪失容量 
貯水容量 

1980 2005 差分(百万 m3) 元容量に対する比率(%)
治水容量 

(El. 135.3 – 138.3 m) 232 230 2 0.9 

利水容量 
(El. 127.0 – 136.0 m) 433 375 58 13.4 

堆砂容量 
(below El. 127.0 m) 114 58 56 49.1 

注 1：1980 年の貯水容量は DEM を基に再算定した値である。  
注 2：図 5 に示すように、ウォノギリダムでは治水容量と利水容量が EL. 135.3 m – EL. 136.0 m の範囲で重なってい

る。    
出典：JICA 調査団 

• 2005 年時点での総堆砂量は約 114 百万 m3で、総貯水容量の約 16％（=114 百万

m3/735 百万 m3）が堆砂により失われた。年平均の総貯水容量の喪失率は約 0.64%/
年（=16％/25 年）である。 

• 堆砂容量の堆砂量は約 56 百万 m3 で 49.1%が堆砂により喪失した。 
• 有効貯水容量の堆砂量は約 58 百万 m3で 13.4%が堆砂により喪失し、86.6%に減

少した。 
• 治水容量の堆砂量は 0.9％で減少はほとんどなく、現時点では対 PMF のダム安全

性は確保されている（但し、貯水池運用規則の遵守下で）。 
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 (3) 貯水池堆砂速度の推定 

下図に貯水池容量の経年変化を示す。1993 年にウォノギリ貯水池の深浅測量が実施

されており、その測量結果も堆砂コンター図を作成し再評価した。年平均堆砂量は

1993 年までの 13 年間で約 5.7 百万 m3/年、2005 年までの 25 年間で約 4.5 百万 m3/年。

1993 年以降は堆砂のスピード低下が顕著である。また、2004/2005 年雨期の測量実績

の堆砂量は約 2.3 百万 m3である。1993 年以降の堆砂スピードの低下は、i) ダム完成

後の 1980 年代に大出水が多く発生したこと、また、ii) 1989‐1994 年に実施された世

銀資金によるウォノギリダム流域の流域保全事業の効果も含まれるものと推察され

る。 
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出典：JICA 調査団 

図 6 1980 年から 2005 年のウォノギリ貯水池容量の経年変化 
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出典：JICA 調査団 

図 7 1980 年、1993 年、2005 年のウォノギリ貯水池の貯水池容量曲線 

3.3 貯水池堆砂の地質調査 

貯水池内の堆砂の粒度分布・性状の把握を目的として、2004 年 10 月‐11 月に貯水

池内 12 箇所でボーリング調査を実施した。ウォノギリ貯水池の堆砂の粒度構成は、

粘土分が約 65%、シルト分が 22%、シルト分より粗い砂分が 13%である。堆砂の乾

燥密度は、1.064 g/cm3（空隙率約 60％）、湿潤密度は 1.639 g/cm3である。 
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出典：JICA 調査団 

図 8 ウォノギリ貯水池の堆積土砂の粒度構成 

3.4 取水口前面の堆砂状況 

ソロ川開発事務所（PBS）は 2 ヵ月毎に取水口前面の堆砂モニタリングを実施してい

る。取水口最前面の堆砂面は 2005 年 7 月時点で約 El.123.7 m で、取水口天端と堆砂

面の隙間は約 3.3m であった。2004 年 10 月から 2005 年 7 月にかけて堆砂面は約 2.1 m
上昇し El.125.8 m に達した。その後 2005 年 10 月までの乾期の間の堆砂面は安定し

ていた。堆砂プロファイルから安定勾配は、取水口前面の堆砂の 1/20 – 1/30 程度で

ある。 

4. 流域の土砂生産源と土砂生産量 

4.1 土砂生産源調査 

ウォノギリ貯水池に流入する流域の土砂生産源として、i) ガリー浸食、ii) 地すべり

等の崩壊、iii) 流入支川の河岸浸食、iv) 道路法面からの浸食、及び v) 耕作地からの

土壌浸食がある。土壌浸食を除くガリー浸食、地すべり、河岸浸食、道路法面浸食

の 4 つの土砂生産源と各々の概略の土砂生産量を推定することを目的として現地踏

査を実施した。耕作地からの年平均流亡土量は後述する USLE 式を用いて推定した。 

4.2 ガリー浸食、地すべり 

2004 年から 2005 年に実施した現地踏査の結果、流域全体で 71 箇所のガリー浸食と

25 箇所の地すべりが確認された。ガリー浸食はクドワン川流域に集中し、最大の規

模のものは高さ 5-8 m、幅 15-20 m、長さ 200 m であった。 

全流域で活動的な地すべりは少なく、全体的に規模も小さい。地すべり箇所数はク

ドワン川流域に多いが（小規模）、量的にはティルトモヨ川流域が大きい（比較的大

規模）。ティルトモヨ川流域の大規模な地すべりは、既に植生が回復し安定化しつつ

ある。 

ガリー浸食の発達過程ならびに地すべりの発生状況に関する聞き取り調査・現地踏

査の結果から、年間の土砂生産量を、ガリー浸食から年間約 5.2 万 m3、地すべりか

ら年間約 1.0 万 m3と推定した。 

4.3 河岸浸食、道路法面浸食 

ウォノギリダム流域の主要支川は、殆ど護岸が整備されていない自然河川である。

河岸の大部分が浸食されやすい細粒分で構成されている。特に蛇行部、支流合流部、

河川構造物の上下流等で大きな河岸浸食が発生している。アラン川流域が最も活発

で、支流や灌漑水路により低地部の河岸段丘が大きな浸食を受けている。全流域の

河岸浸食は総区間数 136 箇所、総延長 25,900 m であった。道路法面の浸食は流域全

体に分布し、総区間数 584 箇所、総延長 36,500 m であった。 

単位長さあたりの浸食量は、流域保全技術センター（BP2TPDAS）が 1994‐1995 年

の雨期に実施した現地観測・測定結果を参照し、河岸に対し年平均浸食量 3.44 m3/m/
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年、道路に対し 0.20 m3/m/年を適用した。全流域合計で年間河岸浸食量は 89,000 m3、

年間道路法面浸食量は約 7,300 m3 と推定された。 

4.4 土壌浸食量 

土壌浸食モデルは、公共事業省や森林省の流域保全ガイドラインで採用されている

USLE 式を使用した。本モデルは、農地に係わる年平均流亡土量を算出する経験式で

1 ヘクタール当たりの年平均流亡土量を 5 つの因子で推定する方法である。 

A=R * K * LS * C * P 

A: 年平均流亡土量（ton/ha/年）、R: 降雨因子、K: 土壌受食性因子、LS: 地形因子、

C: 植生因子、P: 保全工因子 

流域の降雨、地形、土壌、土地利用、保全工分布を GIS データ化し、各因子のパラ

メータを選定して、流域別並びに土地利用別に年平均流亡土量を推定した。結果、

ウォノギリダム上流域の年平均流亡土量は約 17.3 百万トン（堆砂や堆積ベースで 139
トン/年/ha）と推定された。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：JICA 調査団 

図 9 ウォノギリダム流域の 1 ha あたり年平均流亡土量 

4.5 土砂生産源毎のウォノギリ貯水池への年平均流入土砂量 

(1) 土壌浸食土砂の土砂流達率 

貯水池流域で浸食された土壌の大部分は、貯水池に流入する前に流域内に堆積し、

その残りの土砂が貯水池へ流入する。土壌浸食量（生産土砂量）と貯水池流入土砂

量の比率を土砂流達率（SDR: Sediment Delivery Ration）と呼ぶ。 

各流域の年平均土壌浸食量、その他の発生源からの生産土砂量、並びにウォノギリ

貯水池の堆砂実績を元に、土壌浸食土砂の貯水池への流達率を推定した。結果を下

表に示す。なお、ガリー浸食、地すべり、河岸浸食、道路法面浸食の土砂流達率は
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100％と想定した。 

表 5 ウォノギリダム流域の土砂流達率 

支流 クドワン ティルトモヨ テモン ソロ アラン 全流域 

土砂流達率

SDR (%) 23.6 10.4 6.7 16.5 32.9 18.1 

出典：JICA 調査団 

(2) 土砂生産源毎の貯水池への年平均流入

土砂量 

各土砂生産源の生産土砂量の湿潤密度

を 1.6 ton/m3、空隙率を 40%と想定し、

貯水池堆砂ベースに換算して、土砂生産

源毎に貯水池への年平均流入土砂量を

推定した。 

流域の土壌浸食量が貯水池流入土砂量

の 93％を占め、土壌浸食以外の浸食量の

総量は僅か 7％である。土壌浸食以外の

生産源の割合は、河岸浸食 55%、ガリー

浸食 33%である。 

表 6 土砂生産源毎の年平均流入土砂量 
(単位 : m3/year) 

支流域 ガリー浸食 地すべり 河岸浸食 
道路法面 

浸食 
表層土壌 

浸食 
合計 

クドワン 67,880 2,930 9,780 3,690 1,134,300 1,218,580
ティルトモヨ 90 11,730 19,760 2,480 469,700 503,760
テモン 30 0 11,350 600 61,000 72,980
ソロ 220 440 11,040 1,990 591,300 604,990
アラン 7,330 0 66,620 730 326,600 401,280
残流域 0 0 11,850 1,170 363,900 376,920

合 計 75,550 15,100 130,400 10,660 2,946,800 3,178,510
出典：JICA 調査団 

5. 貯水池堆砂シミュレーション 

5.1 解析モデル 

平面 2 次元移動河床解析モデル‐NKhydro2D モデルにより、ウォノギリ貯水池の堆

砂シミュレーションを実施した。解析モデルの座標・計算格子には、境界適合型直

交曲線座標系を使用し、格子数は約 3,700、格子サイズは 3～330 ｍである。計算精

度向上のため、主要支川流入部及びダム堤体上流部の計算格子間隔が最も小さくな

っている。また、土砂輸送は混合砂を対象とし、混合粒径土砂（0.001～19 mm）を 9
分割して解析を実施した。 

5.2 2004/2005 年の再現計算 

2004年から2005年雨期のウォノギリ貯水池堆砂の再現シミュレーションを実施した。

貯水池水位変動、貯水池内堆砂量・粒度分布、浮遊砂 SS 濃度分布、発電放流土砂量・

粒度分布等を観測結果と比較した結果、解析値は実測値を良好に再現し、本堆砂解

析モデルのウォノギリ貯水池堆砂シミュレーションへの適用可能性が検証された。

再現計算結果から、以下の点が判明した。 
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図 10 土砂生産源毎の年平均流入土砂量の比率
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• クドワン川を除く貯水池上流主要支川の洪水流の流速は、流入部付近では速いが

ダム中央部では非常に遅くなり、これらの流入土砂の殆どがクドワン川流入部ま

で到達せず、ダム湖上流部に堆積する。 

• 貯水位が低い雨期の初期はクドワン川からの流入土砂がダム湖中央に向けて逆

流し、クドワン川流入部に加え貯水池狭窄部上流側にも堆積する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：JICA 調査団 

図 11 計算格子とウォノギリ貯水池の河床標高コンター図（2004 年 10 月） 

• 2004/2005 期間の堆砂量は、貯水池上流主要支川の流入部で著しく大きく、各支

川流入部の河床が 0.1‐0.3 m 程度上昇する。一方、ダム中央部の河床上昇は小

さく、0.02 m 以下である。 

• 2004/2005 期間のダム放流土砂量は 141,000 m3で、放流土砂成分の殆どはシルト

粘土成分である。 

• 2004/2005 期間の貯水池全体の土砂捕捉率は 91％、クドワン川流入土砂に対して

は約 83％で、シルト分（D>0.016 mm）以上の土砂成分はほぼ全量が捕捉される。 

5.3 1993-2004 年雨期の再現計算 

上記の解析モデルにより 1993‐2004 年のウォノギリ貯水池の貯水池堆砂シミュレー

ションを実施した。なお、ダム上流主要支川の流入土砂の境界条件には、2004/2005
期間に観測した流量‐浮遊砂濃度曲線とその粒度分布を適用した。1993‐2004 年間

の貯水池堆砂形状の変化、クドワン川流入部、ソロ川上流部の堆砂形状縦断図を図

13 に示す。再現計算結果から、以下の点が判明した。 

• ソロ川・アラン川流入部の堆砂の肩が貯水池中央部に向けて進行し、テモン川流
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入部付近まで達している。当地点の 1993‐2004 期間の河床上昇は約 2 m である。 

• 貯水池中央部の当期間の河床上昇は約 0.1‐0.3 m である。 

• クドワン川流入部の堆砂は最も深刻で、当期間の最大河床上昇高は約 4.0 m であ

る。 

• 取水口周辺ならびにクドワン川からダム湖中央に向けての逆流部の当期間の河

床上昇は約 2 m である。 

5.4 ウォノギリ貯水池の土砂バランス 

上記の解析結果より、1993 年から 2005 年の 12 年間のウォノギリ貯水池の流入土砂

量、放流土砂量、堆砂量を算定し、貯水池の土砂バランスを以下のように推定した。 

• 過去 12 年間（1993‐2005）のウォノギリ貯水池への年平均流入土砂量は 3.18 百

万 m3である。うち、クドワン川からの年平均流入土砂量は 1.22 百万 m3（約 38％）

である。 

• 年平均土砂放流量は 0.41 百万 m3 と推定され、発電放流口から年平均 0.26 百万

m3、余水吐から年平均 0.15 百万 m3である。 

• 年平均貯水池堆砂量は、2.77 百万 m3（=3.18‐0.41）である。 

• 1993‐2005 年間の貯水池全体からみた流入土砂の平均捕捉率は 0.87 である。 

 

 
出典：JICA 調査団 

図 12 ウォノギリ貯水池の現況の土砂バランス図
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出典：JICA 調査団 

図 13 1993‐2004 年間のウォノギリ貯水池堆砂シミュレーション結果 
（上：1993 年からの堆砂形状の変化、下：クドワン川、ソロ川の堆砂形状縦断図） 
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6. 現地排砂実証試験 

6.1 排砂実証試験概要 

堆積土砂の大半が微細粒土砂でありゴミ流入が多いウォノギリ貯水池における水位

差利用型の排砂工法の適応可能性を確認することを目的として、2005 年 9 月 12 日‐

10 月 31 日の期間に排砂実証試験を実施した。 

排砂装置は機動性の高い移動式を採用した。排砂システムは、鋼製台船に取りつけ

た掘削装置によりダム上下流の水位差を利用して堆砂を吸上げ、排砂管を通じて余

水吐に設置する受水槽へ排出するシステムである。試験期間中は、排砂をダム下流

へ直接放流させない方針とし、受水槽まで配送した土砂のうち粗粒分は受水槽に堆

積させ、細粒分は受水槽から返送水槽へ越流させた後ポンプにて貯水池へ返送した。 

Sediment

Dam
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Anchor Lifting Boat

Head
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B3
B4

B2

Area C Area A

Area B

A-1
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出典：JICA 調査団 

図 14 水位差利用型の排砂工法の模式図（左）、実証試験位置図（右） 

6.2 予備試験結果 

予備試験として、i) サイドロータリー、ii) ジェットノズル、iii) 無対策の 3 形式の

掘削装置の比較試験を実施した。各装置とも、管路流量 9.5‐12.5 m3/分、堆砂深さ 1
‐3 m の条件下で、水位差を利用したサイフォン機能に支障はなく、単位時間当たり

排砂量、消費電力、排砂濃度、ゴミ対応面から比較評価した結果、サイドロータリ

ー式の掘削装置の優位性が確認された。サイドロータリー式の掘削装置による排砂

時の体積濃度（含泥率）は 3.66‐8.48％であった。 

6.3 本試験結果 

本試験として、サイドロータリー式の掘削装置を適用し、堆砂深さ 4 m まで、流量、

掘削深の諸ケースに対し排砂能力試験を実施した。その結果、排砂時の最大体積濃

度は 13％程度で、ウォノギリ取水口前面に堆積したゴミ混じりの堆砂（最大径 130 
mm の小石、長さ 600 mm 程度の植生ゴミ、150 mm 四方の生活ゴミ（ビニール袋等）

は、本工法により管路内、装置内に堆積せず排出されることが確認された。また、

取水口前面の堆砂は深度方向に圧密されている傾向があるが、本工法による掘削に

は支障がないことが確認された。 

7. 堆砂対策マスタープラン策定の基本方針 

7.1 将来の堆砂状況の概算（無対策の場合） 

図 12 に示す現況（1993‐2005 年の 13 年間平均）のウォノギリ貯水池の年間の土砂

バランスを基に、将来の貯水池容量の減少を概算した。堆砂実績から堆砂容量と利

水容量に同量ずつ堆砂するものとし、治水容量には堆砂なしと想定した。結果を下

図に示す。このまま無対策であれば、50 年後の 2051 年までに有効容量は約 28%損失

し堆砂容量は 100％消失する。100 年後の 2105 年の有効容量の消失は 62%である。
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有効容量の 50%消失時期は 2062 年頃と予想される。 
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出典：JICA 調査団 

図 15 ウォノギリ貯水池における将来の貯水池容量の予測 

7.2 マスタープランの目標設定 

基礎調査結果に基づき、貯水池堆砂対策マスタープランの目標を以下のように設定

した。 

• 将来 100 年間の長期にわたり貯水池機能を維持し、継続して住民の生活向上なら

びに社会発展に貢献する。 

• いかなる規模の洪水に対してもウォノギリダムの安全性を確保し、将来にわたり

貯水池操作規則を遵守し、計画洪水に対し適切かつ安全な貯水池運用を実施する。 

• ウォノギリ貯水池を持続的に管理していくため、施設的対策のみならず流域保全

対策を実施し、ウォノギリダム上流域の住民の貧困軽減に寄与する。 

7.3 マスタープラン策定の基本方針 

上記の目標を達成するため、貯水池堆砂対策マスタープラン策定の基本方針を以下

のように設定した。 

• 基本的には計画時点の有効貯水容量の回復（堆砂の全量除去）とその維持が求め

られるが、毎年多量の土砂が流入することからもこうした要望に応えることは非

現実的であり経済的にもかなりの困難が予想される。よって、将来にわたって貯

水池機能（灌漑・発電への水供給）を維持するために、堆砂の進行速度を緩和し

（貯水池への流入土砂量の軽減）貯水池寿命の延命化を図ることが現実的である。 

• 計画堆砂量は 1978 年の原設計時の計画年堆砂量 1.2 百万 m3以下とする。超過量

（最大 1.6 百万 m3/年）を施設対策及び流域保全対策で対応する。 

• 緊急対策は取水口の取水機能維持（取水口閉塞対策）とし、基本的にはクドワン

川からの流入土砂対策となる。取水口閉塞対策としてクドワン川から流入するゴ

ミ対策も含める。確実性・即効性が要求されることから施設的施策が必要である。 

• 貯水池堆砂解析の結果から、クドワン川以外のティルトモヨ川、テモン川、ソロ

川、アラン川からの流入土砂は取水口前面には殆ど到達しないこと、また流入部

に形成された堆砂の肩の貯水池内への進行速度は非常に遅いことから、中長期対
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策として流入土砂量の軽減を目的とした流域保全を実施する。 

• 現況の貯水池運用は 1991 年以降、常時満水位 El.136.0 m を超えて El.137.0 m 程

度まで慣例的にほぼ毎年貯水している。平均的には El.136 m~El.137 m 間の容量

分、約 0.75 億 m3を溜め込んでいる。これはダム下流の水利用者の需要に応じる

方策ではあるが、ダムの安全性を低下させている。貯水池操作規則を遵守するこ

とは現状の利水供給量を減少させることになるが、全てのダム受益者はダムの安

全確保に最大限留意すべきである。以下に述べる堆砂対策の代替案の技術的検討

では、貯水池操作規則を遵守するものとして実施する。 

 

 

 
 

出典：JICA 調査団 

図 16 ウォノギリ貯水池の堆砂状況を示す衛星画像 

 

8. 貯水池堆砂対策施設の検討 

8.1 代替案の選定 

貯水池堆砂対策の施設的対策として、i) 取水機能維持・ゴミ対策、ii) クドワン川流

入土砂対策、及び iii) その他支川からの流入土砂対策に分けて代替案を選定し比較

検討した。 
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 出典：JICA 調査団 

図 17 ウォノギリ貯水池堆砂問題に対する施設対策の代替案 

8.2 取水口機能維持及びゴミ対策 

(1) 既設取水口の選択取水設備への改造及び取水口の付替 

既設取水口の選択取水設備式取水塔への改造ならびに取水口の付替案は、工事期間

中の取水口周辺のドライ工事を要し、工事期間中の利水供給の停止が必要となり、

工事費も他案に比べ割高となる。また、これらの案は取水口前面の堆砂を一時的に

回避する対策であるため、将来は堆砂が進行し現状と同様の取水口閉塞問題が再発

する可能性がある。 
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出典：JICA 調査団 

図 18 既設取水口の改造案（左）と取水口の付替案（右） 

(2) 既設取水口の 2 重スクリーン化及びクドワン川流入部の流木止工 

取水口閉塞を引き起こすゴミの発生源であるクドワン川から流入するゴミ対策案と

して、既設取水口のスクリーンの 2 重化案並びにクドワン川流入部の流木止工の設

置案を検討した。 

前者は既設取水口外周にスクリーンを新設し、アプローチ道路をとりつけバックホ

ウ等より機械的な除去を可能とすることで除塵作業の簡易化を図るものである。後

者はクドワン川流入部に鋼製スリット式の流木止工を設置し、定期的なごみ除去に

より流入するゴミの量を軽減するものである。これらのゴミ対策案は、恒久対策の

補助的な案として位置付けられる。 
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出典：（左）JICA 調査団、（右）流木止設置例（熊本県） 

図 19 既設取水口の 2 重スクリーン化（左）、クドワン川流入部の流木止工の例（右） 

(3) 浚渫工及び水位差利用型の排砂工法 

浚渫工は維持管理費が割高となるが、その効果は確実でまた取水口前面のゴミ混じ

りの堆砂除去も可能である。一方、本調査で実証試験を実施した水位差利用型排砂

工法は維持管理費が浚渫工に較べ安価であるが、必要水位差の関係から利用可能期

間が限定的となる。流域保全対策、クドワン川流入土砂対策を実施しその効果が発

揮された場合も、大規模出水時の想定外の土砂・ゴミ流入による取水口前面閉塞の

危険性は残されており、その際の非常用対策としても位置づけられる。 
 
 
 
 
 

出典：JICA 調査団 

図 20 浚渫工（左）、水位差利用型の排砂工法（右） 

(4) 取水口機能維持及びゴミ対策代替案の評価 

各代替案の建設費用と評価を下表に示す。また、各代替案の技術的適用性及び社会

環境影響評価結果を表 8 に示す。いずれの代替案も取水口の機能を維持するための

補助的な工法であり、取水口前面の堆砂、ゴミ問題に対する恒久的な解決策とはな

らない。 

後述するクドワン川流入土砂対策と平行して検討した結果、恒久対策工（新設ゲー

ト付貯砂ダム案）により取水口周辺部の堆砂量は大幅に減少するが、クドワン川か

らの流入土砂の一部が継続して取水口周辺に堆積する可能性があることが貯水池堆

砂シミュレーションにより判明した。加えて、恒久対策が完成するまでの期間、現

在取水口周辺の河床に堆積している土砂とゴミを除去する必要がある。よって、取

水口機能維持及びゴミ対策として、浚渫工や水位差利用型の排砂工法維持浚渫を補

足的な対策として提案する。 

表 7 取水口機能維持及びゴミ対策代替案の建設費と評価結果 

代 替 案 建設費（直工） 評  価 
1) 選択取水設備式取水塔への改造 $3,160,000 恒久対策にはならない 

2) 取水口の付替え $8,800,000 恒久対策にはならない 

3) 既設取水口の 2 重スクリーン化 $3,670,000 ゴミ対策の補助工法 

4) クドワン川流入部の流木止工 $1,370,000 ゴミ対策の補助工法 

5) 水位差利用型排砂工法 $2,875,000 取水口堆砂対策の補助工法 

6) 浚渫 $4,456,700 取水口堆砂対策の補助工法 

出典：JICA 調査団 
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8.3 クドワン川流入土砂対策 

(1) クドワン川土砂バイパス 

クドワン川貯水池流入部上流に分流堰を設置し、バイパストンネル（L=6.4 km ）と

ダム下流ソロ川の支川の河道改修（L=2.4 km）により、大量の土砂を含んだクドワ

ン川の洪水を貯水池へ流入する前にバイパスしてダム下流に放流する対策である。

家屋移転を最小化するためトンネル案を採用した。バイパス設計流量は、規模と排

砂効率を検討し効率の高い 50 m3/s に設定した。ただし、バイパス設計流量の制約の

ため、完全にクドワン川の洪水をバイパス放流することはできず、一部の土砂が取

水口に流入するので、取水口機能維持のための補助対策が必要である。 

(2) 新設排砂ゲートによる土砂スルーシング 

ダム堤体右岸側に敷高 El.127.0 m のラジアルゲートを設置し、雨期の初期の貯水位

が低い時にクドワン川洪水を川の状態で貯水池内をスルーさせ、ダム下流に放流す

る対策である。 

ウォノギリダムは貯水池回転率が年

平均 2 回程度と小さく、雨期の初期

の土砂スルーシング運用に大量の貯

水を使用するので、渇水の場合、貯

水位が常時満水位まで回復しないリ

スクがある。 

(3) 貯水池の分離（新設ゲート付貯砂ダ

ムの建設） 

上記（2）案との違いは、ダム堤体右

岸側からダム正面にある半島を結ぶ

形で締切堤防を設置し、貯水池を貯

砂ダムと貯水池本体に分離すること

である。貯水池の連結部として締切

堤上流の半島の付け根部に越流堤を

配置する。貯砂ダムには排砂施設と

して、ダム堤体右岸側に敷高 El.127.0 
m のラジアルゲートを設置する。 

本対策の技術的な利点は、貯水池を

分離することにより貯砂ダムを空に

することが可能で、貯水池本体の水

位を下げずにクドワン川の流入土砂

をダム下流へ排出することが可能と

なる点である。なお、排砂操作は貯

水池本体の水位が常時満水位に達し

た時点で実施するため、現況同様の

貯水池の利水運用が可能となる。 

また、クドワン川からの土砂と流木

等のゴミを貯砂ダムにせき止めるの

で、取水口のある本貯水池への負荷

は大幅に軽減される。 

社会環境面では、全ての構造物がダ

   

分流堰 

ウォ ノギリ ダ ム   

河川 改修 区間   
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ウォノギリダム 

新設ゲート・洪水吐 

クドワン川 

  
 

ウォノギリダム 

新設ゲート・洪水吐 

貯砂ダム 

越流堤 

締切堤 

クドワン川  
出典: JICA 調査団 

図 21 クドワン川流入土砂対策の基本レイアウト
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ム管理用地内に建設可能で、住民移転等を伴わないことから、社会環境に対する負

荷が小さく工事着工が容易である。 

(4) クドワン川流入土砂対策工の排砂シミュレーション 

前述した貯水池堆砂解析モデルを利用して、クドワン川流入土砂対策工の 3 案、i) ク
ドワン川バイパス案、ii) 新設ゲートによる土砂スルーシング案、iii) 新設ゲート付

貯砂ダム案に対し、貯水池堆砂シミュレーションを実施し、各案の排砂量、排砂に

必要な水量、排砂効率、貯水池堆砂形状の変化を評価した。検討ケースは、支川流

量、流入土砂量の変動を勘案し、1993‐2005 年の流量観測結果から、渇水年

（2004/2005)、平水年（1995/1996）、豊水年（1998/1999）の 3 ケースの水文年（11
月から 4 月）を選定した。 

解析結果を下図に示す。 
代替案 流速分布 堆砂形状 

i)クドワン川土
砂バイパス 
 
バイパス排砂
量 
476,000 m3/年 
 

 
ⅱ)新設ゲート
による土砂ス
ルーシング 
 
ゲート排砂量 
509,000 m3/年 
 

ⅲ)貯水池分離 
 
ゲート排砂量 
1,280,000 m3/年 
 

出典：JICA 調査団 

図 22 クドワン川流入土砂対策工の堆砂シミュレーション結果 

(5) クドワン川流入土砂対策工の選定 

各代替案の建設コストならびに排砂量 1m3 当たりの建設単価を下表に示す。また、

各代替案の適用性、社会環境影響評価の比較結果を表 10 に示す。下表に示す比較の

結果、以下の利点から新設ゲート付貯砂ダム案をクドワン川流入土砂対策案として
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選定した。 

• 取水口トラッシュラックの目詰まりを引き起こしていたクドワン川から流入す

る流木等のゴミを貯砂ダムに完全に閉じこめることが可能となる。 

• クドワン川から流入する土砂の一部は越流堤を通して取水口のある本貯水池に

流入するが、大部分が貯砂ダムに堆積するため、取水口周辺部の堆砂量が大幅に

減少する。 

• 貯水池を分離することにより貯水池本体の水位を保ちながら、クドワン川貯水池

を空にすることが可能となる。これにより、排砂運用中も本貯水池は現況同様の

利水運用が可能となり、また排砂時は貯砂ダムの水位を下げることで濁水のみで

なく堆積土砂も含めて高濃度で土砂を排出でき排砂効果が高まる。 

• 工事範囲は、公共用地内であり社会環境影響は小さい。 

表 9 クドワン川流入土砂対策の評価結果 

代替案 建設費 排砂量 1m3当たりの 
事業費 

対策工からの 
排砂量 

1) クドワン川土砂バ
イパス $82,940,000 $10.7/m3 476,000 m3/year 

2) 新設ゲートによる
土砂スルーシング $35,630,000 $4.7/m3 509,000 m3/year 

3) 新設ゲート付貯砂
ダム $47,090,000 $3.8/m3 1,280,000 m3/year 

注 1: 対策工の排砂量は、1998/1999 年の豊水年のダム流入量条件下において、貯水池堆砂シミュレーションにより

推定された値である。排砂量 1m3当たりの事業費は、建設費ならびに将来 50 年間に必要な維持管理費を基に算定し

た値である。 
注 2: 上記代替案 2) と 3) の新設ゲートは 4 門を想定している。 
出典：JICA 調査団 

 
8.4 その他の支川からの流入土砂対策 

(1) 浚渫工、乾期掘削、貯砂ダム及び砂防ダム 

その他の支川からの流入土砂量は 1.96 百万 m3/年と推定され、工事可能日当たり

10,000 m3/日程度の土砂排出能力が必要となる。これを単一の対策で実施することは、

土捨て場の確保及び施工能力の面で非現実的である。貯砂ダムを河川流入部に建設

し、浚渫工や乾期掘削工などの複数の対策工を組み合わせる案は、確実に土砂を排

出可能であるが、莫大な維持管理費用がかかる。また、流域の砂防ダム群の建設は、

堆砂の主成分が細粒分であることから、砂防ダムによるその捕捉効果は極めて低く、

採用は難しい。 

(2) 既設取水口を利用した堆砂の貯水池内移動 

貯水池運用を変更し、雨期の初期の 1‐2 ヶ月間、発電流量を最大 70 m3/s とし貯水

池水位を低く保つことで、有効貯水容量内の堆砂を堆砂容量へ移動させ、有効貯水

容量の維持・回復を図る案が考えられる。当案は、雨期の初期に大量の水を放流す

ることになるので雨期の後半に貯水位が NHWL El.136.0 m に回復せず、乾期の灌漑

用水供給に支障を来す可能性がある。 

(3) ダムの嵩上げ 

ダムを嵩上げし有効貯水容量を増加させる案である。将来、貯水池容量が極度に減

少した際に有望な対策案となりうる。但し、2005 年 8 月 22 日のステアリングコミッ

ティにおいて、大きな社会環境インパクトが予想されることから現時点で対策案と
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して採用することは困難であると結論付けられている。 

(4) その他の支川からの流入土砂対策代替案の評価 

各代替案の技術的評価、社会環境影響評価結果を表 11 に示す。浚渫工、乾期掘削工、

貯砂ダム等の堆砂除去策は、堆砂の除去量も膨大であり土捨場の確保や維持管理コ

スト面で現実的な対応策とは考えられない。また、既設取水口を利用した堆砂の貯

水池内移動案は、雨季初期に相当量の無効放流運用をすることになるため、渇水年

に常時満水位まで貯水位が回復しないリスクがありかなりの抵抗が予想される。 

従って、その他の支川からの流入土砂対策は、中長期的に貯水池流入量を減少させ

る効果が期待でき、かつ土壌保全とアグロフォレストリの導入、その他支援プログ

ラムにより流域の貧困対策としても期待される流域保全対策を提案する。 

9. 流域保全対策の検討 

9.1 流域保全に対する総合的アプローチ 

貯水池流入土砂の大半は、耕作地からの土壌浸食によるものである。流域の土壌は

重埴土で土壌浸食に脆弱で、降雨強度も高く、地形的にも急傾斜地である。さらに、

貧困に起因した土地開発圧力により、急傾斜地まで畑地開墾され適切な耕種法や保

全策がなされていない。また、地域住民による森林地区での不法伐採や耕作が行わ

れている。そのため、耕作地からの土壌浸食量が多くなる結果となっている。従っ

て、土壌浸食量を低減し、貯水池への流入土砂量を減少させるには、施設的対策の

みならず、住民参加型の抜本的な貧困対策を視野にいれた総合的な流域保全対策が

必要となる。また、流域保全事業については近年、行政の意識も高まっており、実

効性の高い計画を立案する。 

1989‐1994 年に実施された世銀の流域保全事業で畑地をテラス化（約 22,000 ha）し

堆砂スピードの低下も見られたことから、テラスのない畑地や村落内畑地のテラス

化と既存テラス（維持管理が悪くかなりの土壌浸食が発生している）のリハビリと

同時にアグロフォレストリーを中心とした流域保全事業を実施すれば、流入土砂量

の軽減が期待できる。 

水・土壌保全及び農業生産からの技術的なアプローチと社会・組織的なアプローチ

の両面から流域保全活動を推進してゆくことが必要である。 

技術的なアプローチに関しては、流域の土壌は細粒質で、大規模な砂防ダムの建設

は土壌浸食防止効果が低く、経済性も低く対象としない。今回土壌浸食試験で「改

良ベンチテラス」による土壌浸食防止効果が高いことが証明されているので、①既

存ベンチテラスはその改良、ベンチテラスがない農地では改良テラスの造成を行う

と共に、植生による法面やリップ等の保護を行い、ベンチテラスの機能の強化を図

る。② アグロフォレストリィ（果樹・エステート作物、樹木等）を導入し土壌浸食

を防止すると共に、農業の生産性の向上と次世代への農業所得の資源の獲得を図る。

③農業を基礎にした水・土壌保全、作付体系、作物収量、土壌等の改善技術を導入

する。④ さらに植生と側溝構築により村落敷地縁からの浸食土量を軽減する。 

社会・組織的なアプローチに関しては、過去の全面的な top-down 方式では事業が成

功した例が少なく、基本的には本計画の実施はコミュニティの住民参加を中心とし

た bottom-up 方式を採用する。従って、計画から事業実施後のモニタリングまで住民

が参加するよう計画するが、村落開発等のソフト分野については NGO に、また技術

面でコンサルタントから支援を受ける体制とする。事業の活動状況（資金を含め）

の透明性をうるために、事業実施コミッティを村落レベルで設置する。流域保全事



インドネシア国 最終報告書 
ウォノギリ多目的ダム貯水池堆砂対策計画調査 要約 

日本工営株式会社 25 2007 年 7 月 
八千代エンジニヤリング株式会社   

業は短期間で大きな便益を発生することが期待できないことから、住民の動機付け

の目的で参加住民に対する適切なインセンティブの導入を行う。 

9.2 流域域保全計画の策定 

(1) 土地利用から見た計画対象地区 

耕作地からの流亡土量は年間約 17.3 百万トンと推定され、土地利用地目別では畑地

からの浸食土量が全体の 53%、村落内に分布する畑地から 22%、村落から 10%、森

林公団所有地（成長した森林地を除く、裸地・生育途中の森林地）から 8%で、これ

らの 4 地目で全体の 93%を占めている。一方水田、果樹/プランテーション、森林公

団所有の成長した森林地、その他の利用地目からの流亡土量は少ない。また、森林

公団所有地は公団自身によって管理・運営されており森林の再生事業を実施中であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従って、流域保全計画対象地区は、①畑地（ベンチテラス、伝統的テラス及び複合

畑地）、②村落内畑地、及び ③村落の合計面積、66,600 ha とする。流亡土量は全体

の 85%を占める。 

表 12 流域管理対象面積の概要 

地  目 面積(ha) （％）* 備考 

畑地 39,800 32 畑作物が栽培されている dry farming area、低平
地から急峻な傾斜地まで広がっている。 

村落内畑地 7,300 16 粗密度の永年作物/樹木がある、主に畑作物が栽
培されている村落地 

村落 19,500 6 永年作物/樹木/果樹のある家屋地、庭地 
合  計 66,600 54  

*:ウォノギリダム流域（124,300 ha）に対する占有率 
出典: JICA 調査団 

(2) 計画対象地区の分類と 目標流域保全計画対象地区の選定 

1) 計画地区分類 

流域保全管理の改善或いは土壌流亡土量の軽減は、基本的には USLE 式の作物係数

（C factor）と保全係数（P factor）を改善する事によって実施される。 

従って、流域保全計画策定のため、①土地利用地目、②傾斜度、③テラス保全形状

の 3 条件に対し、表 13 に示したような分類基準を設定し、図 24 に示した手順に従

って、ウォノギリダム流域の流域保全対象地区を計 35 土地単位（land unit）に区分
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6. Forest 14 0

7. State Forest 16 0

8. Other land use in State 1,454 8

9. Others 34 0

Total 17,279 100
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出典: JICA 調査団 

図 23 ウォノギリダム流域における土地利用区分別年平均流亡土量 
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した。以降この土地単位ごとに土

壌・水保全対策と土地管理・農業生

産性向上対策を策定する。 

2) 目標流域保全計画対象地区 

最終的な目標計画対象地区は下記

上記 66,600 ha から下記の手順で決

定した。 
- 流域保全事業は流域ベースでな

く、村落ベースで行い、森林公

団所有の土地は目標対象地区か

ら除外する。 
- ウォノギリダム流域全体に対し

20 m x 20 m ポリゴン単位をベ

ースにして、各 35 の土地単位毎

に、年平均流亡土量（トン/年）

と年平均 ha 当たりの流亡土量

を計算する。 
- 上記の計算結果から流域にある

各村落に対し、年平均流亡土量

（トン/年）と年平均 ha 当たり

の流亡土量を計算する。第１段

階のスクリーニングとして、年

平均流亡土量が50 トン/ha以下

か或いは村落の面積が 100ha 以

下である村落を対象から除外す

る。第 2 段階のスクリーニング

は、上記で選定された村落に対し、流亡土量源である畑地、村落内畑地及び村落

に対し、その 3 つの土地の年平均流亡土量（トン/ha/年）の合計が、50 トン/ha/
年以下の村落を除外する。（180 村選定） 

- 目標流域保全対象地区は、表 16 に示すとおり流域全体で 34,400 ha となる。選定

180 村落は、支流域でクドワン川流域 83 村、テモン川流域 8 村、ティルトモヨ川

流域 29 村、ソロ川流域 25 村、アラン川流域 19 村、グンガハン川流域 7 村、ウ

ルヤントロ川流域 7 村及び残流域 2 村となる。 

(3) 流域保全計画 

流域保全計画は、3 対策から構成されている。 

1) ベンチテラス構築と植生手段による水・土壌保全 

短期間に土壌浸食防止の効果を得ること及び持続的に土壌及び流域を保全する目的

で、畑地及び村落内畑地に対しテラスの改善と造成を行う。改善方法は、表 17 の通

りである。また改良ベンチテラスの標準概要図はおおよそ下図に示す通りである。 

 

 

 

 

表 13 土地分類基準 

項目 分類の基準 コード

畑地 U 
村落内畑地 P 

土地利用

村落宅地 H 
0 - 8% S1 
8 - 15 % S2 
15 - 25 % S3 
25 - 40 % S4 

傾斜 

40 % S5 
ベンチテラス地  
 - 良好 T1 
 - 普通 T2 
 - 不良 T3 
伝統的テラス地 T4 
複合的畑地（リッジテラス/無処理） T5 

テラス形
状と状態

混合的畑地（伝統的テラス/複合的畑地１） T6 
出典: JICA 調査団 

Subject Area

Upland Field
Settlement area
under upland  field
condition

Settlement area

Slope Class:0-8% Slope Class:8-15% Slope Class:15-25% Slope Class:25-40% Slope Class:> 40%

Good Quality
BenchTerrace

Medium Quality
Bench Terrace

Fair to Bad Quality
BenchTerrace Traditional Terrace Composite (ridge

and non-terrace)

Complex
(composite &
traditional terrace)

Formulation of
Conservation
Measures

Formulation of
Conservation
Measures

Formulation of
Conservation
Measures

Formulation of
Conservation
Measures

Formulation of
Conservation
Measures

Formulation of
Conservation
Measures

Soil & Water
Conservation
Measures

Land Management
& Agricultural
Promotion

Sociological
Aspects

出典: JICA 調査団

図 24 流域保全対策策定のための土地単位作成手順 
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表 17 テラスの改善方法 

対策 コンポーネント 
ベンチテラス改善と造成 
集水路と落差工の改善 構造物手段 
村落内のサイドディッチの改善 
リップの強化 
法面の強化 植生手段 
村落敷地縁の強化 

出典: JICA 調査団 

また、サイトへのアクセス状況、急峻地形の状態、大木の植生状況、被覆の必要性、

農民の工事に参加する割合の不確定要因を考慮して、ベンチテラス導入率を傾斜区

分ごとに決定した。テラスの造成は、傾斜区分 25％以下の場合 100％行い、25‐40%
は 80%、40%以上は 60% 行うものと想定した。 

 

Seasonal crops

Lip

Terrace riser

Waterway

Original slopeBackward Slope ±

Lip

Terrace Drain

Bench

Riser

Stone

Improved Bench Terrace

Waterway

Agro-forestry
trees, fruits trees,
and estate trees

 
出典: JICA 調査団 

図 25 改良テラスの標準設計概要図 

植生による土壌浸食対策の対象は、テラス・ベンチ、テラス法面、リップ、村落敷

地の周縁であるあるが、本計画に導入する草及び木の種類/品種の選定は、現在まで

導入されている種類/品種を対象に、i) 被覆度、ii) 成長速度/成長容易度、iii) 経済的

利用・経済性及び、iv) 農家の意向の 4 要素を検討して選定した。 
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表 18 ベンチテラスに対する基本的植生対策 

植生による対策 植生 種・品種 
草 エレファントグラス, Panicum muticum, キンググラステラス・リップ 

  - リップの安定 低木 Lamtoro, Glyricideae speium, Flemingia congesta Roxb etc.

テラス・法面 
  - 法面の安定 草 

BB (Brachiaria brizantha),  
BD (Brachiaria decumbens), 
ローカル匍匐型草 

村落敷地縁 低木 Flemingia congesta Roxb etc. 
出典: JICA 調査団 

2) 土壌・農業の改良技術及びアグロフォレストリの導入 

農業観点からみた流域保全管理への対策は、表 19 に要約される。畑作物の改良農業

技術を導入すると共に農民参加型普及活動の強化と実施を通して、改良技術を農

民・農民組合に普及させる。アグロフォレストリは、土壌・水の保全と農業生産対

策として導入され、農業収入の向上と将来予想される農業労働力減少に対する対策

としている。現地調査から判断して、農林省或いは森林省が推奨しているアグロフ

ォレストリの導入率の約 50%を本計画で採用した。傾斜勾配によってアグロフォレ

ストリの導入率を考慮し、8%以下の畑地は、5%、8‐15%では 12.5%、15‐25%では

25%、25‐40%では、37.5%、40%以上は 50%とした。導入する果樹は、マンゴ、ド

リアン、ランブータン、カシューナッツ、丁子、カカオ、ムリンジョ、シトラス、

樹木は、マホガニー、センゴン、ソノケリング等が推奨作目であるが、選択は農家

の意志に従うことになる。 

表 19 流域保全に対する農業対策 

項目 対策 
圃場の改善 土壌・水保全に対する土地

管理 土地利用の改善 
アグロフォレストリ導入 アグロフォレストリ開発促進 

作物生産 作付体系と農業技術開発 

出典: JICA 調査団 

3) ソフト・コンポーネント（流域保全実施のための支援プログラム） 

農民（受益者）の参加の下で総合的な流域保全事業を実施することが、保全事業の

円滑な運営を行う上で必須である。そのため、流域保全実施のための組織形成、受

益者の啓発、技術訓練、事業に対する実施及び運営訓練、土地管理と農業生産性の

向上、村落開発、モニタリング・評価等に関する支援プログラムを流域保全工事と

共に実施する。 

支援プログラムとして、（1)土壌・水保全に対する支援計画は、i) 農民・農民グルー

プ啓発パッケイジプログラム、ii) 保全の運営建設のパッケイジプログラム、iii) フ
ィールドスタッフの啓発プログラム等の土壌・水対策の支援プログラム、(2) 土地管

理及び農業生産促進支援プログラムは、i) 技術開発プログラム、ii)展示プログラム、

iii)果樹・樹木パイロット展示プログラム、iv) 農民・農民グループ訓練プログラム、

v)耕種支援プログラム、vi) 畑作物種子生産プログラム、vii) 普及活動のための後方

業務強化等の土地管理・農業生産促進対策支援プログラム、(3) 社会開発支援プログ

ラムは、i) 村落評価、ii) 土壌保全のための村落アクション計画、iii) 開発委員会の

設立、iv) 村落無償基金ガイダンス、v) 教育等のコミュニティ開発支援プログラム

で構成されている。 
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(4) 工事数量と農民負担 

ウォノギリダム流域保全計画の工事数量は下記の表の通りである。農民参加方式を

導入し、切土・盛土，掘削，積石工事は、農民受益者が総工事量の 25%、政府が 75%
を分担し、また植生工事に関しては、政府と受益者で 50%づつ分担する。必要建設

資材・農業資材は、政府が 100%補助するものとする。 

表 20 流域保全事業の工事数量   

工事数量

合計 

工事数量

合計 工  種 
単

位
(1,000)

工  種 
単

位 
(1,000)

1. 土地造成 Land preparation  2.側溝（村落内敷地）  

1) テラス工  1) 側溝  

(1) 切土・盛土 m3 22,224 (1) 石材 m3 37

2) 集水路・落差工  (2) 掘削工 m3 53

(1) 石材 m3 164 (3) 石積工 m3 33

(2) 掘削工 m3 191 2) 生け垣用低木  

(3) 石積工 m3 149 (1) 生け垣用の低木 nr 8,346

3) リップ、法面被覆工  (2) 生け垣用低木の整備工 m2 1,043

(1) リップ被覆用草の種子 nr. 304,731
3. アグロフォレストリィ/畑作

導入 
 

(2) リップ被覆用低木の種子 nr. 18,284
1) アグロフォレストリィ/畑作

導入 
Ls 1

(3) 法面被覆用草の種子 nr. 432,330 4. サポートプログラム  

(4) リップ被覆工 m 91,420 1) サポートプログラム Ls 1

(5) 法面被覆工 m2 86,466   

出典：JICA 調査団 

(5) 流域保全事業で期待される貯水池流入土砂量軽減の効果 

表 6 に示すように、畑地からの表層土壌浸食に起因する貯水池への年平均流入土砂

量は、現況の 2.95 百万 m3/年である。下表の 21 及び 22 に示すように流域保全事業に

より、1.61 百万 m3/年（現況の約 55%）に軽減されることが期待される。 

表 21 流域保全事業によって期待される支流域別貯水池流入土砂量の軽減 

現  況 流域保全実施後 軽減量 
流入土砂量 
（堆砂ベー

ス） 
流亡土砂量 

流入土砂量 
（堆砂ベー

ス） 
流亡土砂量 

流入土砂量 
（堆砂ベー

ス） 
流亡土砂量 支流域 

(1,000m3) (1,000 トン) (1,000m3) (1,000 トン) (1,000m3) (1,000 トン) 
(1)クドワン 1,134 5,112 718 3,237 416 1,875 
(2)ティルトモヨ 470 4,786 229 2,331 241 2,455 
(3)テモン 61 974 29 457 32 517 
(4)ソロ 591 3,808 297 1,914 294 1,894 
(5)アラン 327 1,057 159 516 167 541 
(6)グンガハン 183 777 75 317 109 460 
(7)ウルヤントロ 85 360 61 260 24 100 
(8)残流域 96 405 40 170 55 235 

合計 2,947 17,279 1,609 9,202 1,338 8,077 
注 1：貯水池流入土砂量は次式から算定した。 
（貯水池流入土砂量 (m3)）＝（浸食土砂量(トン)）x （流域毎の Sediment Delivery Ratio）/ （堆砂の乾燥密度 1.064
（トン/m3））  
注 2：上記の流入土砂量は、すべて畑地からの表層土壌浸食に起因する貯水池への年平均流入土砂量を対象としてい

る。 
 出典: JICA 調査団 
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表 22 流域保全事業によって期待される全流域地目別年平均流亡土量の軽減 

年平均流亡土量(1,000 トン) 
土地利用地目 

現況 流域保全事業実
施後 

軽減年平均流亡土
量 (1,000 トン) 

(1)水田 18 18 0 
(2) 村落    
  (i) 村落敷地 1,761 1,564 197 
  (ii) 村落内畑地 3,792 2,373 1,419 
(3) 畑地 9,120 3,856 5,264 
(4) 果樹・プランテーション 1,071 1071 0 
(5) 森林  14 14 0 
(6) 森林公団地    
  (i) 森林 16 16 0 
  (ii) 他の利用（植林過程の小
木や畑地） 1,454 256* 1,198 

(7) その他（湖、道路、河川等） 34 34 0 
合計 17,279 9,202 8,077 

注: *: :森林公団の他の利用地からの年平均流亡土量は、植林過程中に発生する害虫被害やその他のリスクを考慮し、

将来、森林公団の他の利用地の 90％が森林地になるものと仮定した。      出典: JICA 調査団 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典: JICA 調査団 

図 26 流域保全事業によって期待される村落別年平均流亡土量の軽減 

現況 

事業実施後



インドネシア国 最終報告書 
ウォノギリ多目的ダム貯水池堆砂対策計画調査 要約 

日本工営株式会社 31 2007 年 7 月 
八千代エンジニヤリング株式会社   

10. 初期環境調査（ＩＥＥ） 

ウォノギリダム流域、マディウン川合流点までのソロ川を対象として、初期環境調

査（IEE）を実施するとともに、ドラフト・スコーピングの見直しを行った。 

IEE において、マスタープラン調査で検討した各プロジェクトコンポーネントの物理

的環境（地形・地質、水文、水質、底質、地下水、土壌等）、自然環境（植生、陸上

動植物、水生生物、貴重種等）、社会・経済環境（人口統計、土地利用、貯水池周縁

グルーンベルト、内水面漁業、社会経済開発計画、水利用、ごみ問題、本プロジェ

クトに対する認識等）の現状を把握し、建設前、建設工事中、操業時の環境影響を

評価した。 

検討の結果、プロジェクトの各コンポーネントは重大な社会環境影響を及ぼすもの

ではなく、適切な管理により負の影響を低減することができるものと判断された。

また、コンポーネントの種類・規模についても、インドネシアが定めた環境影響評

価制度（AMDAL）で環境影響評価を実施すべき規模には該当していない。以上より、

本プロジェクトは、カテゴリ B1に分類できるものと判断される。 

11. 堆砂対策マスタープランの策定 

11.1 緊急対策（クドワン川からの流入土砂対策） 

クドワン川からの流入土砂対策として、新設ゲート付貯砂ダム案と流域保全事業を

提案する。流域保全対策事業の対象地区は、83 村で 11,260 ha である。この効果が適

正に発揮されれば、貯水池流入土砂量を年平均 42 万 m3 減少できるものと想定され

る。この効果と貯砂ダム案の設計排砂量 70 万 m3/年（ゲート規模を 4 門から 2 門に

減少2）を合わせることで、図 28 に示すように現クドワン川年平均流入土砂量 122
万 m3の大半を処理することが可能となる。 

また、取水口周辺にはクドワン川の流入土砂が越流堤を通して年間 10 万 m3 流入す

るため、取水口周辺の堆砂の維持管理を目的として浚渫工を補助工法として組合わ

せる。 

以上より、クドワン川貯水池では施設対策、流域保全対策により土砂バランスが確

保される。 

11.2 中期対策（その他の支川からの流入土砂対策） 

その他の支川からの土砂流入対策として、ティルトモヨ川流域 29 村、テモン川流域

8 村、ソロ川流域 25 村、アラン川流域 19 村、その他の流域 16 村の計 97 村、23,120 
ha を対象地区として流域保全対策を実施する。全ての対策工の効果が確実に発揮さ

                                                      
1 カテゴリA：環境や社会への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジェクト。また、影響が複

雑であったり、先例がなく影響の予測が困難であるような場合、影響範囲が大きかったり影響が不可逆的である

場合。さらに、相手国政府等が定めた環境に関連する法令や基準等で詳細な環境影響評価の実施が必要となるプ

ロジェクト。影響は、物理的工事が行われるサイトや施設の領域を超えた範囲に及びうる。カテゴリＡには、原

則として、影響を及ぼしやすいセクターのプロジェクト、影響を及ぼしやすい特性を持つプロジェクト及び影響

を受けやすい地域あるいはその近傍に立地するプロジェクトが含まれる。 
カテゴリB：環境や社会への望ましくない影響が、カテゴリAに比して小さいと考えられる協力事業。一般的に、

影響はサイトそのものにしか及ばず、不可逆的影響は少なく、通常の方策で対応できると考えられる。 
（出典：JICA環境社会配慮ガイドライン、2004年4月） 
2
主報告書 11.3.1 節に詳述しているように、2006 年 7 月 16 日に開催されたステアリングコミッティ会議にてマス

タープランが承認されたが、貯砂ダム案の建設費低減の強い要望があった。このため、ゲート門数を変化（1 門か

ら 4 門まで）させて堆砂シミュレーションを実施し、単位排砂量当たりの直接工事費で比較検討した結果、ゲー

ト数は 2 門が最適と決定した。 
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れ維持管理されれば、年平均 92 万 m3 の貯水池流入土砂量の減少を期待できる。こ

れにより、図 28 に示すようにクドワン川を除く支川からの年平均流入土砂量 196 万

m3は約 104 万 m3に軽減し、計画堆砂量の 120 万 m3/年以下で堆砂管理することが可

能となる。 

下図は本マスタープランを実施した場合と実施しない場合の 100 年後のウォノギリ

貯水池の堆砂形状である。貯水池堆砂対策事業の実施により、有効貯水容量の損失

は 62%から 27%に軽減される。 
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出典：JICA 調査団 
図 27 100 年後のウォノギリダムの堆砂状況 

11.3 優先事業の選定 

本堆砂対策事業は、緊急・中・長期の 3 ステージにて段階実施する。各ステージの

目標・目的を下表に示す。緊急対策である取水口機能維持を目的とした新設ゲート

付貯砂ダムの建設及びクドワン川の流域保全事業を優先プロジェクトとして選定し、

第 2 フェーズで優先プロジェクトのフィージビリティ調査を実施した。 

表 23 事業の段階実施 

事業実施フェーズ  目  的 
1. 緊急対策 ▪取水機能の維持  
a. 新設ゲート付貯砂ダムの建設 ▪ クドワン川から流入する土砂とゴミを貯水池

分離施設により取水口と分離し、新設排砂ゲ
ートから排砂する。 

b. クドワン川流域の流域保全 ▪ クドワン川流域の土壌浸食量の抑制と貯水池
流入土砂量の軽減 

c. 取水口周辺の維持管理浚渫 ▪ 取水口周辺の堆砂とゴミ流入に起因する取水
口閉塞の回避 

2. 中期対策 ▪ ウォノギリ貯水池機能の維持 
a. その他の支川流域の流域保全 ▪ クドワン川以外の流域における土壌浸食量の

抑制と、それによる貯水池流入土砂量の軽減 
3. 長期－継続対策 ▪ ウォノギリ貯水池機能の維持 
a. 流域保全工の継続的なリハビリ

テーション 
▪ ウォノギリダム流域の流域保全工の機能の維

持 
出典：JICA 調査団 

なお、長期－継続対策として、流域保全工のリハビリテーションを提案した。これ

は、事業実施後の流域保全工の機能を維持することを目的としたものである。 
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出典 :JICA 調査団

図 28 緊急対策（上）ならびに中期対策（下）実施後のウォノギリ貯水池における

年間土砂バランス図 
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また、事業実施と平行して、貯水池堆砂状況のモニタリング、i) 3 年毎の貯水池深浅

測量、ii) 雨期 2 ヶ月毎の取水口前面堆砂測量を実施することが推奨される。貯水池

堆砂のモニタリングの継続によってのみ、その量と変動を確実・正確に把握するこ

とが可能となる。これにより、流域保全対策事業による流入土砂量の軽減量もモニ

タリングされることになる。 

11.4 事業実施計画 

マスタープランで提案されたウォノギリ貯水池堆砂対策事業の実施スケジュールを

下表に示す。 

表 24 ウォノギリ貯水池堆砂対策事業の実施スケジュール 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1 緊急対策

(1) 資金調達

(2) 新設ゲート付貯砂ダム

(3) クドワン川流域の流域保全

(4) 取水口周辺の維持管理浚渫

2 中期対策

(1) 資金調達

(2) その他の支川流域の流域保全

1) ティルトモヨ

2) ソロ上流

3) アラン

4) テモン

5) グンガハン

6) ウルヤントロ

7) 残流域

3 長期－継続対策

(1) 流域保全工の継続的なリハビリテーション

4 モニタリング

取水口周辺堆砂状況の定期モニタリング

貯水池全体堆砂状況の定期モニタリング

                                  凡例: 資金調達 設計 建設 調達

15 years 20 years
2020 20252006 2010 2015

対　　策 5 years 10 years

 
出典：JICA 調査団 

11.5 事業費の概算 

マスタープランで提案されたウォノギリ貯水池堆砂対策事業の概算事業費は表 25 の

とおりである。 

11.6 事業の経済評価 

緊急対策事業の経済的妥当性は、事業実施後 50 年間の経済的内部収益率（EIRR）で

評価し、機会均等費用は 12％と想定した。事業便益は、“事業を実施した場合”、“事

業を実施しなかった場合”に得られる将来便益の差で算定した。 

本事業の事業便益は、灌漑、発電、流域保全便益から成る。灌漑及び発電便益の算

定は“事業無し”の場合、2022 年にダム前面のクドワン川流入部が満砂状態となる

ため、その時点で灌漑用水・発電取水の供給が不能となり取水機能を喪失するもの

と想定した。流域保全便益は、土地の改善による農業生産の向上とアグロフォレス

トリーによる果樹生産の向上から発生する便益である。 
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本事業の EIRR は 16.4％であり、経済的裨益効果は極めて高い。 

表 25 概算事業費 

対  策 事業費 (US$ 1000) 
1. クドワン川流入土砂対策、ゴミ対策  
 a. 新設ゲート付貯砂ダムの建設 36,070 
 b. クドワン川流域の流域保全 13,835 
 c. 取水口周辺の維持管理浚渫 3,586 

小  計 53,491 
2. その他の支川流域の流域保全  

 a. ティルトモヨ川流域 10,433 
 b. ソロ川流域 11,049 
 c. テモン川流域 2,418 
 d. アラン川流域 4,856 
 e. グンガハン川流域 2,807 
 f. ウルヤントロ川流域 2,148 
 g. 残流域 1,349 

小  計  35,060 
合  計 88,551 

出典：JICA 調査団 

11.7 維持管理能力 

ウォノギリダムの運用操作、維持管理の責任機関は水公団（PJT I）ソロ支所である。

2003 年にソロ川開発事務所（PBS）からその権限を委譲された。主な収入はウォノ

ギリ発電所、ダム下流の飲料水・工業用水利用者からの水利使用量である。これら

の収入の一部がダムの維持管理費として充当され、2005 年は 6,106 百万ルピアであ

る。 

水公団（PJT I）ソロ支所は上記収入の 30％を最大限として維持管理費として使用で

きることになっている。2005 年の実績では、維持管理費は全収入の 24％であった。

しかし現時点では、水公団ソロ支所が割り当てている維持管理費は、通常土木施設

の維持管理に必要とされている費用（建設費の約 1.3％程度）の 4％に過ぎない状況

である。 

11.8 流域保全・管理に係わる組織体制 

ウォノギリダム流域における現地、州、国家レベルの流域保全・管理組織体制に関

する組織調査を実施した。一般的な観点から見れば、既存の流域管理組織の体制は

十分なものといえる。しかし、いくつかの重大な問題点が指摘されており、その対

応策として以下の点が提言される。 

表 26 ウォノギリダム流域保全・管理における組織体制上の問題点と推奨する対策 

問題点 提  言 
1. 私有林、国有林不法伐採に見られる
ような法的執行力の欠如 

ウォノギリ県に、中部及び東部ジャワ州知事
と中央政府担当機関からの行政及び財源支援
に裏付けられたセクター横断的なタスクフォ
ースを設立する。 

2. 県・州レベルの地方政府における資
金・財源の不足 

地方分権化政策の一環として、中央政府（森
林省、農業省）はより多くの予算（資金）の
移転を行うとともに、県の森林・農業分野の
現地スタッフやリソースを強化する。 
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3. ウォノギリダム流域保全管理を行
うセクター横断的な管理体制の不在 

ウォノギリ県及びパチタン県のメンバーから
なるウォノギリダム流域保全調整委員会を早
急に設立する。 

4. 私有林と国有林に対する中央政府
の規定が標準化されていない。 

BPDAS Solo（森林省ソロ川流域管理事務所）
は、ソロ川流域における非国有林と同様に森
林公団の活動も管理すべきである（現状では
管理責任が国有林以外に限られている）。 

5. 流域保全・管理が十分に重要視され
ていない。 

上記に加え、ウォノギリ県の 環境・森林・鉱
山部の下に森林事務所があるが（Sub Dinas）、
これを森林部（Dinas）に格上げし組織強化す
る。 

出典：JICA 調査団 
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